
1 

 

病院薬剤師確保の取組みの手引き（ver 1.3） 

2023年 6月 

日本病院薬剤師会 

病院薬剤師確保策に関する検討特別委員会 

 

＜はじめに＞ 

薬剤師の偏在は深刻な状況となっている。地域によっては薬剤師の確保が極めて困難な

状況が常態化しており、新しい取り組みはもとより基本的な業務の遂行が困難な施設が顕

在化している。そこで、本会では薬剤師の地域偏在の解消に向けて、理事会、総会、地域連

絡協議会等で議論を重ねるとともに、厚生労働省、病院団体等とへの働きかけを進めてきた。 

医療法改正に伴う医療従事者の働き方改革が叫ばれる中、薬剤師には医薬品全般に関わ

る業務効率の向上やタスク・シフト/シェアが求められている。対物中心の薬剤師業務から

対人中心の薬剤師業務への転換やデータヘルス改革による電子カルテ・電子処方箋をはじ

めとする ICT の利活用を推進するとともに、施設の地域性・規模・機能に関わらず、薬剤

師としての使命を果たすため、正確な調剤はもとより、病棟薬剤業務のより一層の充実を図

り、医薬品の適正使用の推進、積極的な処方提案等様々な業務を進める等、今後さらに拡大

する可能性のある業務にも取り組んで行くことが求められており、そのために必要な薬剤

師を確保が喫緊の課題である。しかしながら、薬剤師の偏在は、地域偏在、機能偏在、規模

偏在など複合的な要因が関係し、その実情が都道府県によって大きく異なるため地域の実

状に応じた取り組みを進めることが必要である。そこで、本会では 2022年 7 月に武田新会

長のもと病院薬剤師確保策に関する検討特別委員会が組織された。 

2022 年 12 月 28 日に厚生労働省社会保障審議会医療部会で「医療提供体制の改革に関す

る意見」がとりまとめられ、基本的な考え方として、少子高齢化が着実に進みつつあり、今

後、さらなる高齢者の増加と生産年齢人口の急減が見込まれる中で、医療資源には限りがあ

ることを踏まえ、地域によって大きく異なる人口構造の変化に対し、機能分化と連携、人材

の確保を一層重視した国民目線での提供体制の改革を進め、コロナ禍における関係者の密

接な意思疎通や役割分担・連携の模索の経験・教訓も活かしながら、地域ごとに必要な医療

を必要なときに受けられる体制を確保していくことが喫緊の課題であること、また、2040 

年頃まで続く高齢化への対応とあわせて、人口減少に対応した全世代型の社会保障制度を

構築していくという基本理念の下で医療提供体制の改革を推進する必要があることが示さ

れた。また、同日付の第 8次医療計画等に関する検討会の「第 8次医療計画等に関する意見

のとりまとめ」には、薬剤師の資質向上の観点に加え、薬剤師確保の観点から、病院薬剤師
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及び薬局薬剤師それぞれの役割を明確にし、薬剤師の就労状況の把握及び地域の実情に応

じた薬剤師の確保策を講じること、地域医療介護総合確保基金（修学資金貸与、病院への薬

剤師派遣）の積極的な活用、都道府県の薬務主管課と医療政策主管課が連携して取り組むこ

と等が必要であること、また、取組の検討及び実施に当たっては、都道府県、都道府県薬剤

師会・病院薬剤師会、関係団体等が連携することが記載された。 

この手引きは、限られた医療資源の中で持続可能な医療体制に薬剤師が貢献するために、

各都道府県の病院薬剤師会が主体となって、都道府県薬剤師会や自治体と密に連携して、地

域の実情に応じて効果的かつ持続可能な病院薬剤師の確保策を策定するための参考に資す

るものとして作成した。一方、地域医療介護総合確保基金を用いた薬剤師修学資金貸与事業

の推進については、本会の組織強化推進部でマニュアルの作成が計画されている。すなわち、

「基金を用いた修学資金」と本手引きで示す「基幹病院から地域病院への薬剤師の派遣/出

向のスキーム」は、薬剤師偏在を解決するための車の両輪をなすもとして、地域の実情に応

じて適宜、組み合わせて活用していただきたい。なお、2023年 3月 31日付の官報、医政局

長通知及び課長通知で 2024年からの第 8次医療計画に向けた「医療提供体制の確保に関す

る基本方針」、「医療計画作成指針」及び「疾病・事業及び在宅医療に係る医療提供体制構

築に係る指針」が示され、2023 年度には各都道府県での作業が急ピッチで進められていく

ものと考えられる。その間、多くの情報のアップデートが予想されるが、各都道府県病院薬

剤師会で時期を逸することなく出来るだけ早くに準備に取り掛かれるように、現時点の限

られた情報を基にしたドラフトとして作成しているため、今後も、最新の情報を基に、適宜、

改訂を行いたいと考えている。 

各都道府県病院薬剤師会におかれては、上記の背景をご理解の上、本手引きを積極的にご

活用いただきたい。併せて、地域での情報を事務局等にお寄せいただき改訂版の作成にご協

力いただければ幸甚である。 

 

 

 

 

 

 

（改訂履歴） 

ver 1.0 (2023.1.28) 令和 4年度第 7回理事会協議資料 

ver 1.1 (2023.2.18) 第 66回臨時総会報告資料（軽微な字句修正） 

ver 1.2 (2023.3.19) 手引き紹介資料（先行事例(石川モデル)追記、軽微な字句修正） 

ver 1.3 (2023.6.18) 全国説明会資料（先行事例(宮城、山口、石川詳細、通知追記） 
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１． 薬剤師確保のモデル 

薬剤師の偏在は、地域偏在、機能偏在、規模偏在など複合的な要因が関係し、その

実情が都道府県によって大きく異なるため地域の実状に応じた取り組みを進めること

が必要である。以下に、現時点で考えられる薬剤師確保のモデルを例示する。モデル

は、資金面や出向形式の観点から整理した。適宜、組み合わせアレンジを加えて、地

域の実情に応じたモデルを策定していただきたい。 

なお、本手引きのモデルで用いた言葉の定義は以下のとおりである。 

 

・派遣⇒出向（＝在籍型出向） 

・基幹病院⇒出向元医療機関 

・地域病院⇒出向先医療機関 

・基金＝地域医療介護総合確保基金 

・人件費＝派遣先で診療にあたる者への賃金 

・負担金＝出張旅費等実費でかかる金額を示す 

・拠出金＝出向先医療機関が出向元医療機関の出向する薬剤師雇用のための拠出金 
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１―１ 薬剤師確保のモデル（資金による分類） 
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協議会等 

拠出金・協議会等運営資金 
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１－２ 薬剤師確保のモデル（出向の形式による分類） 
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③共育型 

 
・専門薬剤師等の資格取得に必要な経験を得ることができる基幹病院と地域密着型医療を提供する地域

病院がそれぞれの欠員枠を出し合って連携(共育)プログラムを策定し 2 名ずつ採用する。両者は基幹

病院と地域病院を交互にローテーションする。 

・共育プログラムへの病院の参加条件として薬剤師の処遇改善や修学支援を盛り込むことで、欠員補充

と施設間連携、薬剤師のキャリア形成、やりがい、資質向上の包括的な解決を図るモデル 
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２．取り組みのスケジュール例 

 

2023年度（薬剤師募集年度の前年度） 

  4月  この頃までに都道府県の担当者がイメージを持っている必要ある 

（事前に病薬内の意思統一、県薬との関係が構築済であることが望ましい） 

  7月～ 都道府県の部内調整（根拠資料が求められる。必要に応じて調査を行う） 

  2～3月 都道府県議会 

  3月  病院向け説明会 

 

2024年度（事業開始年度） 

  4月  1期生募集（6年生対象） 

 

2025年度（就業開始年度） 

  4月  1期生着任 

 

2028年度（事業開始後、例えば 5年目） 

  年度末 事業の正否の検証、目標の再設定 

 

2033年度 

  年度末 1期生の就業期間の満了（修学資金貸与期間 6年の 1.5倍の期間） 
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３．取り組みの具体的なステップ 

・都道府県病薬内での意思統一と自治体との対話 

- 薬剤師確保のための計画の策定に当たっては各都道府県での担当課を確認し、薬

剤師確保対策部会(仮)を開催するなど、対話の場を設定する 

- その他のステークスホルダーの有無も確認する 

- 薬剤師確保対策は、都道府県内の 2次医療圏別、病院機能別に薬剤師の就労状況

を把握したうえで、地域の特性や実情に応じた対策とする必要がある 

- どこに問題点があるのか(薬剤師を確保できない理由は何か)を正確に把握する 

- 自治体と相互の理解を深め、共通認識を持つ 

- 確保すべき薬剤師の数は？ 

- 薬剤師が出向する病院をどのように選定するのか？ 

- 都道府県の事業を計画するとして、その事業規模は？ 

- 必要に応じて不足状況を明らかにするための調査を行う 

- 現状把握の例：持続の危機にある病院は？ X年後に破綻する病院の数は？ 

業務拡大できないことが問題？ そのために何人必要なのか？ 

- 病院側の薬剤師確保体制の有無も重要な要素である 

- 勤務環境の改善、離職防止、負担軽減、定着、再就業を支援する病院の取り組み

も把握する 

・都道府県薬との関係構築 

- 取組の検討及び実施に当たっては、都道府県、都道府県薬剤師会、病院薬剤師

会、関係団体等が連携して取り組む必要がある 

- 都道府県薬剤師会と連携し医療審議会、薬事審議会等での議論を共有する 

- 詳細な議論を進め、病院薬剤師及び薬局薬剤師それぞれの役割、薬剤師の就労状

況を把握し共通認識を持つ 

- 薬剤師連携の推進と連動しながら多面的な視点で検討する 

・戦略、モデル、目標の設定 

- 問題意識が共有できたら、地域の実情に応じた適切な目標を設定する。 

- 限られた医療資源で全ての課題を解決することは不可能である。 

- 医療構想/医療計画との整合性をとりつつ、どこにフォーカスすべきか？  

- 具体的な目標と事業規模、予算規模について関係者間で意思統一を図ることが極

めて重要である 
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・実施要領・要項等の作成、自治体の事業計画の立案と議会承認 

 （巻末の先行事業例を参照） 

 

・参加病院/薬剤師の募集、出向時の補充要員の確保(募集)、出向薬剤師の選任 

（巻末の先行事業例を参照） 

 

・施設と薬剤師のマッチング 

（巻末の先行事業例を参照） 

 

・出向協定書等の取り交わし 

（巻末の先行事業例を参照） 

 

・事業の管理運営 

（巻末の先行事業例を参照） 
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４． 地域の実情に応じた対策モデルの選択に必要な情報 

 地域の実情に応じてモデルを選択するために参考となる指標、観点を示す。新たに調査

を行うことの負担を考慮し、既存の調査データは可能な限り積極的に活用する。 

薬剤師出向の優先順位については、以下の項目に留意しながら、アンケート調査等を行

うことが有用である。ただし、既存の情報で活用可能なものは積極的に活用した上で、不

足なものは必要に応じて、適時、独自の調査を行う。 

- 出向が必要な病院が決まった時のマッチングのための確認事項 

- 出向可能施設の状況確認 どれぐらいの期間出向できるか どのような業務を行え

るか 

- 出向薬剤師の意向確認 

- 出向薬剤師のスキル、経験年数 

 

 

ステップ１：都道府県の薬剤師の不足状況、問題点、原因を把握するための観点・指標例 

観点・指標 データ 

人口推移  

地域医療構想の病床数  

医療需要の予測  

介護の需要の予測  

病院機能別薬剤師数  

2次医療圏ごとの病院薬剤師数  

ｘｘ歳以上の病院薬剤師数  

新人薬剤師の就職状況  

薬科大学への進学状況  

他都道府県との比較  
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ステップ２：医療資源の需給バランスを確認しモデルを選定するための観点・指標例 

 観点・指標 データ 

業
務
量 

病床数  
病棟数  
病棟稼働率  
平均在院日数  
１日平均処方箋数（入院）  
１日平均処方箋数（外来）  
院外処方せん発行率  
有給取得率  
平均時間外労働時間  

薬
剤
師
数 

薬剤師定員数  
定員に対する充足率  
調剤業務+病棟業務の実施
に必要な薬剤師数 

 

50歳以上の薬剤師数  

勤

務

環

境 

市町村名  

2次医療圏名  

病院機能 □高度急性期 □一般急性期 □回復期 

□慢性期   □精神    □診療所 

調剤支援機器の設置状況 □注射薬自動払い出し装置 □自動錠剤分包機 

□内服薬ピッカー □自動監査装置 □その他 

電子カルテ等 □電子カルテ □オーダーリングシステム □なし 

薬剤部門システムの導入 □あり □なし  

非薬剤師の配置 ありの場合：〇時間／週／100床 

休日の日勤、夜勤、オンコ

ール等 

□あり □なし 

業

務

内

容 

薬剤管理指導料の算定 □あり □なし 

□算定はしていないが業務として実施 

病棟薬剤業務実施加算(1･

2)の算定 

□あり(1のみ) □あり(1+2) □なし 

□算定はしていないが業務として実施 

チーム医療への薬剤師の参

画、業務実施の状況 

□ICT/AST □NST □緩和ケア □周術期 

□その他（              ） 

薬局･介護施設等との地域

医療連携状況 

 

薬学実務実習生の受入れの

状況 

□あり □なし  

□受け入れ可能であるが対象者がいない 

専

門

性 

専門薬剤師等認定取得状況 □がん専門/がん指導薬 □がん薬物療法認定 

□外来がん治療認定   □緩和薬物療法認定 

□感染制御認定/専門  □抗菌化学療法認定 

□精神科薬物療法認定  □精神科専門 

□栄養サポート専門療養士 □糖尿病療養指導士 

□その他（                ） 

出

向

の

意

向 

他施設へ薬剤師を出向させ

ることが可能 

人数：        期間：         

経験年数： 

他施設からの薬剤師の出向

を希望 

人数：        期間：        

目的：□現状の体制整備  □業務量増加への対応 

   □業務の拡充    □医療体制存続の危機 

   □その他

（               ） 
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ステップ３：事業規模、予算規模を考えるための観点、指標例 

 観点・指標 データ 

人件費 出向する薬剤師 〇〇円 
  代替え要員 〇〇円 
負担金 交通費 〇〇円 
  宿泊費 〇〇円 
  その他 〇〇円 
必要数 出向する薬剤師   
  代替え要員   

 

 

ステップ４：出向先医療機関の選定のための観点・指標例 

 観点・指標 データ 

優
先
度 

医療機関の地域における役割  
薬剤師不足数  
勤務環境  
出向受け入れ希望の目的  

薬
剤
師
確
保
の
自
助
努
力 

奨学金「貸与」制度の有無と実績  
奨学金「返済支援」制度の有無と実績  
給与の加算  
業務改善に向けた取り組み  
採用計画の策定  
その他取り組み □病院のホームページでの募集情報公開  

□薬剤師会ホームページでの募集情報公開 
□民間の転職サイトでの募集情報登録  
□就職説明会の開催・参加 
□その他（具体的に          ） 

就
業
条
件 
  
  
  
  
  
  
  

R4年度新卒薬剤師給与モデル（令和〇
年４月採用、６年制大卒・職務経験無
し・新卒 24歳）  

 

給与体系 □医療職俸給表（二）を使用   
□独自の俸給表   
□俸給表は使用していない  
□その他（具体的に          ） 

6年制卒業薬剤師初任給（基本給） 〇〇円 
各種手当（月額） 〇〇円 
年間賞与 〇〇円 
雇用定年 □あり □なし  
再雇用制度 □あり □なし  
福利厚生 □薬剤師に対する研修制度   

□認定資格取得補助制度  
□職員住宅の確保   
□院内保育所の設置   
□その他（具体的に          ） 

新規採用薬剤師に対する１ヶ月以上の
卒後教育プログラム 

□あり □なし  

職場復帰支援プログラム □あり □なし  
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５．事後の検証に備えて 

中間評価、事後評価で何が求められるのか？ 計画を頓挫させないために適切な評価指

標を設定することが需要です。 

事後評価を行うためには、活動開始前の状況把握に必要な項目を決め、事前にデータを

収集しておく必要があります。計画段階から事後評価に耐えることを想定して、評価指標

を選別しておくことが重要です。 

 

ステップ５：事業開始後の中間評価、検証に備えた観点・指標例 

 観点・指標 データ 

薬剤師
の確保
と資質
向上 

充足数（充足率）  

習得した薬剤師スキル  

取得した認定資格と人数 
 

業務の
充実 

薬剤管理指導料の算定 □あり □なし  
□算定はしていないが業務として実施 

  病棟薬剤業務実施加算(1･2)の算定 □あり(1のみ) □あり(1+2) □なし 
□算定はしていないが業務として実施 

  チーム医療への薬剤師の参画、業務
実施の状況 

 

  薬局･介護施設等との地域医療連携
状況 

 

  薬学生の実務実習の受入れの状況 □あり □なし  
□受け入れ可能であるが対象者がいない 

 

 

 

６．おわりに 

第 8次医療計画と薬剤師の将来展望（未） 
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＜資料集＞ 

関連法令（略） 

 

通知・事務連絡等 

＜厚生労働省＞ 

 ・地域医療介護総合確保基金に関する通知 案内ページ 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000060713_00001.html 

・令和 3年 9月 28 日付 医政地発 0928第 1号 厚生労働省医政局地域医療計画課長通知 

地域医療介護総合確保基金(医療分)に係る標準事業例の取扱いについて 

https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000836807.pdf 

 

・第 8次医療計画 案内ページ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/iryou_ke

ikaku/ 

 ・令和 5年 3月 31日付 医政発 0331第 16号 厚生労働省医政局長通知 

  医療計画について 

  https://www.mhlw.go.jp/content/001108169.pdf 

 ・令和 5年 3月 31日付 医政発 0331第 14号 厚生労働省医政局地域医療計画課長通知 

  疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について 

  https://www.mhlw.go.jp/content/001103126.pdf 

 

＜総務省＞ 

・令和 4年 4月 1日付 総財準第 74号 総務省自治財政局凖公営企業室長通知 

公立病院経営強化の推進に係る財政措置等の取扱いについて 

 https://www.soumu.go.jp/main_content/000807418.pdf 

・令和 4年 3月  

持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化ガイドライン 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000803338.pdf 

・令和 4年 7月 8日 

公立病院経営強化ガイドライン等 Q&A（第１版） 

  https://www.soumu.go.jp/main_content/000825167.pdf 
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＜先行事例＞ 

➀宮城県地域医療介護総合確保基金を財源とした病院薬剤師出向・体制整備支援事業
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②石川県地域連携薬剤師確保対策事業（地域連携薬剤師共育プログラム）
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③山口県 令和 5年度地域医療を担う若手薬剤師確保・育成事業 
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